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クライストチャーチにおける液状化範囲の比較	

激しい液状化が⽣生じた地区
⽐比較的激しい液状化が⽣生じた地区

(この他にも軽微な液状化が⽣生じた地点が多数あり) 

カンタベリー大学と地盤工学会で調査した液状化発生
地区（中間報告）	

昨年9月の本震時	 今回の余震時	

（Misko Cubrinovskiらによる）	

クライストチャーチの液
状化発生範囲は2～3倍	

7 ×8kmの60%の広い範囲で自然堆積
地盤が液状化	



Bexleyでの同じ位置での噴砂の厚さの比較	

昨年9月の本震時	 今回の余震時	

噴砂の厚さ：約40cm	 噴砂の厚さ：約50cm	

Cubrinovski准教授によると噴砂の最大厚さは 
昨年9月：50cm程度，今回：70cm程度 
厚さは異常に厚い。	



Dallingtonでの同じ家の沈下量の比較	

昨年9月の本震時	 今回の余震時	

20cm程度の沈下	 50cm程度の沈下	

30ｃｍ程度さらに沈下	



 Bexleyでの流動変位量	

（朝日新聞社のヘリコプターに同乗して撮影）	



昨年9月に開いたクラックを補修した箇所が再度開いた	
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今回は深刻な斜面崩壊
が発生	

（朝日新聞社のヘリコプターに同乗して撮影）	

Sumner	



Cubrinovski准教授の話しによると 
・9月の地震における建物のクレーム数：17万件 
・このうち12万件のinspectionが終了したがまだ5万件
残っていた。 
・余震も多くそのたびに被害が激しくなっていっていた。 
・15,000軒が液状化により被害を受けた。 
・4,000軒はdemolishと判定 
・1万軒はrepairingと判定 

昨年9月の後の被災度判定と補修	



昨年9月の後に家の
復旧ガイドラインが
作成された	



昨年9月の地震と今回の地震の関係で特筆すべきこと 

（1）本震より余震の方が揺れ
が小さくなることが一般的であ
るが，震源の位置によっては
余震の方が揺れが大きくなる
こともある。したがって場合に
よっては余震にも注意する必
要がある。	

1983年日本海中部地
震における武田小学
校での再液状化事例	

本震時（激しい液状化発生）	

1ヶ月後の余震時（軽微な液状化発生）	



2000年鳥取県西部地震による木造家屋の不同沈下と復旧事例	

地震直後	 復旧後	

傾いた家の中では生活
できない	 
・めまい　・はきけ	 
・頭痛	 

家をジャッキで持ち上げ，基礎
を直した後，家を据え付け	 
1戸あたり180～600万円，基礎
を改良して対策した家もあり	 

12 

（2）本震で修復可能な被災をした家屋に対し，対策を施した復
旧ができぬまま連続して大きな余震にみまわれると，被害がひ
どくなり，修復不可能になることもある。 

約1/100
以上傾くと	


